
すでに変形労働制が導入されている
国立大学附属学校や他県での実態は

●「国立大学附属学校で変形労働導入実績」と文科省の説明

文科省は、「１年単位の変形労働時間制」について、「国立大学附属学校においては全56の国立
大学法人のうち、50法人（89.3％）で導入実績がある」と説明しています。「導入実績」と言われ
ると超勤縮減に成果が上がっているようにも感じますが、実際は現場に馴染まない制度であるこ
とが明らかになっています。

●国立大学附属学校での運用状況

附属学校は2004年に大学法人になったため、公立学校とは違って全面的に労働法制の適用にな
り、労使協定を結んでいます。
ある学校では、週に１回以上９～10時間の労働日がありますが、会議や研修が遅くまで設定さ

れています。その分夏休み中に調整をして「０時間勤務」とするのですが、あらかじめ設定され
た日に部活動の大会等が入り、休日にも勤務をしているという実態も多いといいます。

●「１か月単位の変形労働時間制」を試行したさいたま市の状況

政令市のさいたま市で今年の７月、１ヵ月を単位とした変形労働制の試行を行いました。７月
の課業日のうち４日間の勤務時間を延ばし、22日以降の夏季休業中に調整するというものです。
勤務延長ができない子育てや介護の事情のある教職員には変形労働時間を求めなかったため、

勤務時間管理をする教頭は、非常に複雑なとりまとめに非常に時間を要したといいます。
夏季休業中に調整をとる段になって、「調整を取る日が見つからない」「夏季休業もやることは

いろいろある」と、休みを設定しても休めないという問題にも直面しました。

●導入されている職場のほうが勤務時間が長い

附属学校でも、試行した埼玉県でも、変形労働導入は現場に馴染まない制度であることが明ら
かになっています。
右の表ように、変形労働を導入した職場の方

が勤務時間も残業時間も長いという報告もあり
ます。

変形労働制ではなく、せんせいふやそう！
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